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意見書案の提出について  

 

  別紙意見書案を当市議会の議決をもって、それぞれの宛先に提

出されたく、亀岡市議会会議規則第１４条の規定により提出しま

す。 

 



ＴＰＰ交渉参加に関する意見書（案） 

 

 政府は平成２５年３月１５日、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）交渉参

加を表明した。ＴＰＰに対しては、いまだ詳細が不明確であり、依然として慎重な

対応を求める声も多く、国民に対して明確な説明を行い、国民合意を得た上で、最

終判断をすべきである。 

 ついては、国におかれては、地方における議論や声を真摯に受け止め、①農林水

産品における関税、②自動車などの安全基準、環境基準、数値目標等、③国民皆保

険・公的薬価制度、④食の安心・安全の基準、⑤ＩＳＤ条項、⑥政府調達・金融サ

ービス業、⑦医薬品の特許権、著作権等、⑧事務所開設規制、資格相互承認等、⑨

漁業補助金等、⑩メディア、⑪公営企業等と民間企業との競争条件に関して守り抜

くべき国益を認識し、それらの国益をどのように守っていくのか、明確な方針と十

分な情報を開示し、国民的な議論を経て的確に対応するよう、強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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